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「内部統制システム構築の基本方針」の一部改定に関するお知らせ 

 

当社は、2023 年５月 26 日開催の取締役会において、「内部統制システム構築の基本方針」の一部改定

を決議いたしましたので、下記のとおり改定後の内容をお知らせいたします。 

 

記 

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

(1) 倫理的行動規範、リスク管理規程を制定運用する。 

(2) 内部監査及び監査等委員会監査を実施し、職務の執行が法令及び定款に適合していることを確認

する。 

(3) 内部通報制度の有効性を確保するための規程を制定し、業務執行に係るコンプライアンス違反及

びその恐れに関して、通報・相談を受け付けるための窓口を設置する。 

(4) 会社規程集(定款を含む)を整備し、取締役及び使用人が常に目をとおせる状態にする。 

 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

(1) 職務の執行に係る文書その他の情報は、文書管理規程、機密管理規程及び関連マニュアルを制定

し、保存・管理をする。なお、保存・管理体制は必要に応じて見直し等を行う。 

 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

(1) 損失の危険(以下「リスク」という。)の予防及び発生したリスクへの対処につきリスク管理規程及

び関連マニュアルを制定・運用するとともに使用人等への教育を行う。 

(2) 各業務執行取締役及び執行役員は、その所掌の範囲のリスクを洗い出し、常に状況を把握すると

ともに定期的に取締役会に報告する。 

(3) 内部監査人による内部監査の実施及び指摘事項がある場合、適切かつ速やかに対処する。 

 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

(1) 職務権限規程等職務執行に関連する規程を整備・運用する。 

(2) 各組織単位に業務執行取締役または執行役員を置き、所定の権限をもち職務執行するとともに、

毎月業務執行状況を取締役会に報告する。 



(3) 稟議規程に基づく各階層の決裁者間で業務執行内容をチェックし、執行段階での牽制機能が働く

ようにする。 

(4) 業務執行取締役、執行役員、本部長、部長及びマネージャーによる幹部会を実施し、経営状況を共

有するとともに、各組織の活動状況を把握し、取締役自らの業務執行の効率化を図る。 

 

５．監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

事項 

(1) 監査等委員会の求めに応じて、経営管理本部長は監査等委員会事務局を経営管理本部内に設置の

上、監査等委員会の職務を補助すべき使用人(以下「補助使用人」という。)を任命し、当該監査等業

務の補助に当たらせる。 

 

６．補助使用人の監査等委員でない取締役からの独立性に関する事項 

(1) 補助使用人は、監査等委員会の指揮命令に従って、監査等業務を補佐するものとする。 

(2) 当該補助使用人の任免、異動、人事考課、懲罰については、監査等委員会の同意を得た上で行うも

のとし、監査等委員でない取締役からの独立性を確保するものとする。 

 

７．補助使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

(1) 補助使用人が監査等委員会の指揮命令に従う旨を監査等委員でない取締役及び使用人等に周知徹

底する。 

 

８．監査等委員でない取締役及び使用人ならびに子会社の役員及び使用人が監査等委員会に報告するた

めの体制と当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 

(1) 監査等委員でない取締役及び使用人ならびに子会社の役員及び使用人は、監査等委員会の要請に

応じて報告するとともに、職務執行の状況、経営に重大な影響を及ぼす事実等の重要事項について、

適時・適切に監査等委員または監査等委員会に直接または関係部署を通じて報告し、監査等委員会と

情報を共有する。 

(2) 重要な稟議書は、決裁者による決裁後監査等委員に回付され、業務執行状況が逐一報告される体

制とする。 

(3) 前２項の報告を行った者に対し、内部通報制度規程に基づいて、報告したことを理由とする不利

な扱いを禁止する。 

 

９．監査等委員の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項 

(1) 監査等委員が職務の執行について生ずる費用等の請求をしたときは、当該監査等委員の職務の執

行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用の精算処理を行う。 

 

10．その他監査等委員会の監査等が実効的に行われることを確保するための体制 

(1) 内部監査人、会計監査人との定期的な連絡会を設け連携を深め、実効的な監査等が行えるように

する。 

 

 



11．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 

(1) 関係会社管理規程に基づき、子会社の経営について経営管理本部を中心に、その自主性を尊重し

つつ、重要事項について事前協議を行う。また、子会社の業績、経営計画の進捗状況、業務の執行状

況について定期的に報告を求めるとともに、当該子会社において重要な事象が発生した場合には適

宜報告を求める。 

(2) 経営管理本部及び内部監査人が子会社のコンプライアンス体制やリスク管理体制を監視すると同

時に、子会社の内部統制システムの状況を監査し、整備・運用を指導する。 

(3) 子会社の取締役、監査役を当社から派遣し、子会社の取締役の職務執行及び経営の適法性・効率性

などにつき、監視・監督または監査を行う。 

(4) 子会社の取締役の職務執行、コンプライアンス体制及びリスク管理体制の状況ならびにその他上

記(1)から(3)において認識した重要事項に関して、当社の取締役会、監査等委員会等に報告する。 

 

以上 

 


